
融
資
の
状
況
と
効
果

4

日
本
政
策
金
融
公
庫 

2
0
1
2 

農
林
水
産
事
業

農
業
分
野

農業分野
融資の状況と効果

経営体育成強化資金
50億円

農林漁業セーフティネット資金
386億円

農業改良資金
244億円

農林漁業施設資金
340億円

うち担い手育成農地集積資金
65億円

うち農業基盤整備資金
73億円

土地改良事業関係
139億円

金額
2,145億円

農業経営基盤強化資金
（スーパー　）

983億円

「食料・農業・農村基本法及び基本計画」の政策展開に沿った資
金供給を通じ、農業者の創意工夫を発揮した経営改善や環境保全
を重視した取組みを積極的に支援しています。

 融資実績（平成23年度）

6次産業化に取り組む農業法人を支援
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農業の担い手を長期・低利資金の融資により支援しています
　農業の経営発展に必要な資金を長期・低利で融資するこ
とにより、担い手の育成、支援を行っています。平成23年
度は6,145先の農業者にご利用いただきました。
　そのなかでも、スーパーL資金は、農業経営基盤強化促
進法に基づき認定された認定農業者を育成、支援する資金
として、経営規模の拡大や農産物の高付加価値化など、多
様な事業展開に利用されています。平成23年度は4,214
先に融資し、制度創設以来の融資先数は約4万先となりま
した。

災害時にセーフティネット機能を発揮しています
　台風等の自然災害、口蹄疫等の家畜伝染病、農産物価
格の下落等の影響により、一時的に経営が悪化した農業
者に対して、農林漁業セーフティネット資金の融資により
機動的な支援を行っています。
　東日本大震災により被災した農業者に対しては、実質無
利子化をはじめとする特例融資制度などにより、復旧・復
興の取組みを積極的に支援しました。震災関連融資の累
計実績（平成23年3月11日～24年3月末）は734億円
で、そのうち農林漁業セーフティネット資金（農業）は341
億円となりました。
　営農類型別に融資件数をみると、直接被害の影響が大
きかった稲作や酪農に加え、震災後の風評被害や価格下
落の影響を受けた野菜や肉用牛の割合が高くなってい
ます。

土地利用型
3,308

野菜 659
畑作 498

施設野菜 668
施設花き 251

その他施設等 
70

酪農 731
肉牛 528
養豚 198
養鶏 179

その他
土地利用型
248

果樹 2526,145先

稲作 1,651

その他 189

施設等 989

その他
畜産等 23

畜産等 1,659

耕種 42.7%

稲作 14.0%
花き・花木 
7.4%

酪農 12.3%
肉用牛 20.4%

養豚 7.8%

その他畜産 
5.5%

きのこ 1.8%

耕種その他 
3.0%

2,486件

野菜 18.3%

畜産 46.0%

その他 9.7%
その他 11.5%

■５年以下　■５～10年以下　■10～15年　■15～20年　■20～25年　■25～30年

15.2% 29.5% 24.8% 14.5% 11.8%
 4.2%

平均期間：13.0年 

386

2,135先 734

341

23年度 （参考※）22年度平成21年度

融
資
金
額（
億
円
）

融資金額
融資先数

震災関連融資の
合計

※平成23年3月
　11日～24年
　3月末までの
　累計実績

238

1,414先

93

0

200

600

400

800

うち
農林漁業
セーフティ
ネット
資金

832先

 個別経営体向け資金の営農類型別融資先数（平成23年度）

 震災関連融資実績　営農類型別融資件数※

 融資期間別貸出状況（平成23年度・農業）

 農林漁業セーフティネット資金（農業）の融資実績

（注）平成24年3月末（ただし認定農業者数は平成23年3月末現在）

認定農業者数 うちスーパーＬ資金融資先
個　人 231,427 34,912
法　人 14,967 5,838
合　計 246,394 40,750

 認定農業者に占めるスーパーＬ資金融資先数

農業参入や6次産業化の取組みを支援しています
　新たに農業を開始する方や、6次産業化（農林漁業と2次・3次産業との融合・連携）に取り組む農業者に対して、設備資金や
立ち上がりの長期運転資金を融資し、担い手の確保、農産物の付加価値向上を支援しています。

22 年度 23年度
件　数 90件　 154件　
金　額 25億円  53億円

 農業参入の融資実績

（注）農林水産物の加工・販売施設等を融資対象事業に含む融資額の合計

22 年度 23年度
件　数 110件　 139件　
金　額  87億円  96億円

 6次産業化関連の融資実績

※平成23年3月11日〜24年3月末までの累計実績



融
資
の
状
況
と
効
果

6

日
本
政
策
金
融
公
庫 

2
0
1
2 

農
林
水
産
事
業

国産材の利用拡大を行政と一体となって支援

林
業
分
野

林業分野

農林漁業セーフティネット資金
1億円

林業経営育成資金
4億円

農林漁業施設資金
81億円

うち森林整備活性化資金
2億円

うち林業基盤整備資金
87億円

造林関係
90億円

金額
177億円

B社

既往工場
（柱材等）

新工場
（集成材）新工場建設により、

これまでは加工
できなかった丸太を
集成材の材料と
して利用

原材料

丸太販売

木材関連業者

製品販売

製品販売

森
　林

木
材
販
売
業
者
等

日本公庫農林水産事業

融
資

素材生産
・選別

「森林・林業基本法」の政策展開に沿った資金供給を通じ、多面
的機能を有する森林や国産材の供給・加工体制の整備を積極的に
支援しています。

 融資実績（平成23年度）
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● CO2吸収　511万㌧/年 ● 土砂流出防止　2.8億m3/年 ● 水資源貯留　92億m3/年

約255万台分の年間排出量 約226個分の流出防止効果 約46個分の貯留効果

自動車 東京ドーム
黒部ダム

1.9兆円

金額換算

木質バイオマス発電

チップ化

林地残材・木屑

グリーン
エネルギー

CO2 吸収

CO2

木質バイオマス資源の利用拡大を支援しています
　バイオマス資源は、循環的に利用できるうえ、地球温暖
化防止にもつながるエネルギー源です。化石燃料や原子
力に代替する新エネルギーであり、「再生可能エネルギー
の固定買取制度」もスタートしたことから、今後の利用拡
大が期待されています。
　農林水産事業では、林地残材や製材端材等を加工する
事業や、木屑焚ボイラーの導入等に対して融資を行い、
木質バイオマス資源の活用を推進しています。

民間金融機関からの資金調達が困難な林業者への融資を担っています
　森林の育成には一般的に50年ほど必要で資本回収が
超長期となることから、林業経営では、民間金融機関か
らの資金調達が困難な場合や、調達した資金の償還期間
が伐採までの期間とミスマッチとなっている場合がありま
す。そのため、農林水産事業は伐採までに必要な超長期・
低利の資金を供給し、林業経営を支援しています。

地球温暖化など環境保全にも貢献しています
　森林は適切に管理されることにより、水資源かん養や土
砂流出防止、二酸化炭素吸収などの多面的機能を発揮し
ます。
　平成23年度末における林業資金の融資先が保有する

人工林125万㌶（注1）について、過去の研究事例（注2）から
多面的機能を部分的に試算したところ、次のように推計さ
れました。

（注1）  人工林面積が不明の場合は、融資先の保有山林面積に全国の人工林比率（林野庁）を乗じて推計
（注2）  日本学術会議「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価に関する評価について」、	 	
	 国土交通省「自動車輸送統計」、環境省「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令で定める排出係数一覧」、		
	 日本自動車工業会「環境省ヒアリング資料」

 融資期間別貸出状況（平成23年度・林業※）

（※農林漁業施設資金（林業）を除く）

5.5% 63.3% 5.8% 25.4%

■15年以下　　■15～20年　　■20～30年　　■30年超

平均期間：25.5年 
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「Gプロ」の認定を受けた改革型漁船の建造を支援

漁
業
分
野

漁業分野

漁業基盤整備資金
2億円

農林漁業セーフティネット資金
140億円 うち漁船資金

31億円

うち漁業経営改善支援資金
68億円

漁船関係
99億円金額

276億円

その他資金
5億円

農林漁業施設資金
28億円

水産庁

C社

日本公庫農林水産事業

NPO法人

プロジェクト
改革計画

プロジェクト
参画

用船料の支払

融資

漁業経営改善
支援資金

水揚代金

【漁船漁業者】【事業実施者】

【地域協議会】

試験操業許可
による操業

事業実施者の選定

・・・E地域中小漁業経営支援協議会

助成金の交付

用船契約の締結

D漁協

漁　連
（E地域プロジェクト）

まき網漁船

「水産基本法」の政策展開に沿った資金供給を通じ、水産物の安
定供給や水産資源の持続的利用を確保するための取組みを積極的
に支援しています。

（注）�国は平成19年度から、漁業者及び地域が一体となって、漁獲から製品・出荷に至る生産体制を改革して収益性の向上を図る「漁業構造改革推進集中プロジェクト（Gプロ）」
を立ち上げています。
�農林水産事業は漁船の建造・取得資金の融資にとどまらず、漁船漁業の収益性向上に結びつく地域関係者の共同取組み（地域プロジェクト）のメンバーとして参画するな
ど、積極的に関与しています。

 融資実績（平成23年度）
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38

5

35

7

74

3

84

7

76

13

99

31

77

33 28

71
77

63

68

75

20

20

40

60

100

80

（億円）

22年度 23年度21年度20年度19年度

漁業経営改善支援資金 漁船資金

18年度平成17年度

うち 遠洋・沖合漁業海面漁業全体

（注1） 平成 23年漁業・養殖業生産統計
（注2） 平成 23 年に決算期日を迎えた経営体

が保有する漁船の船別漁獲量を決算
データより集計。
グループ企業等も含まれ、漁獲データ
の報告がない場合もあるため、参考
値である。

（万㌧）

うち 公庫融資先の漁獲量（注2）
全国の漁獲量（注1）

29% 40%

0

100

200

300

400

500

110 106

380

267

いか釣  2.1%

その他の
海面養殖
5.5%

定置網漁業
1.2%

その他  8.0%

のり養殖  20.1%

かき養殖  14.1%

わかめ養殖
12.7%

ほたてがい養殖  32.7%

1,541件
さし網  3.5%

※平成23年3月11日～24年3月末までの累計実績

　漁業経営改善支援資金は、「漁業経営の改善及び再建
整備に関する特別措置法」に基づく改善計画の認定を受
けた方の経営を総合的に支援する融資制度です。
　平成19年度以降、「Gプロ」への積極的な参画により、

漁業経営改善支援資金の融資額は堅調に推移しており、
平成23年度は漁船建造などに対して、漁船資金と合わせ
て74件、99億円を融資しました。

国内の漁業生産を支えています
　農林水産事業の資金を利用した漁業者の平成23年に
おける漁獲量は約110万㌧養殖を除く）と推計されます。
これは、国内の海面漁業漁獲量380万㌧に対して29%に
相当します。
　特に、沖合・遠洋漁業に限ってみた場合、国内漁獲量の
40%に相当し、国内の漁業生産に大きな役割を果たして
います。

災害時にセーフティネット機能を発揮しています

 震災関連融資実績　業種別融資件数※

 海面漁業漁獲量

 漁船関係資金融資実績

漁業の担い手を支援しています

140

1,557先 199

23年度22年度平成21年度

融
資
金
額（
億
円
）

融資金額
融資先数

42

274先 51先0

50

100

150

200

250

うち
農林漁業
セーフティ
ネット
資金12

136

（参考※）

震災関連融資の
合計

※平成23年3月11日～24年3月末までの累計実績

 農林漁業セーフティネット資金（漁業）の融資実績

　自然災害や水産物価格の下落等の影響により、一時的
に経営が悪化した漁業者に対して、農林漁業セーフティ
ネット資金の融資により機動的な支援を行っています。
　東日本大震災により被災した漁業者に対しては、実質
無利子化をはじめとする特例融資制度などにより、復旧・
復興の取り組みを積極的に支援しました。震災関連融資

の累計実績（平成23年3月11日～24年3月末）は199
億円で、そのうち農林漁業セーフティネット資金（漁業）は
136億円となりました。
　業種別に融資件数をみると、直接被害が大きかった養
殖業が約8割を占めています。
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6次産業化に取り組む農業者と連携した食品産業事業者を無利子資金で支援

食
品
産
業
分
野

食品産業分野

食品安定供給施設整備資金
10億円

農業改良資金
8億円

水産加工資金
42億円

その他資金
23億円

中山間地域活性化資金
73億円

食品流通改善資金
182億円

特定農産加工資金
156億円

金額
496億円

［六次産業化法に基づく総合化事業計画認定］

黒毛和牛の全量引取り

融資
(農業改良資金)

日本公庫農林水産事業

＜食品事業者G社＞
F氏が飼育した高品質の黒毛和牛
を販売する焼肉店舗を出店

＜F氏＞
黒毛和牛の肥育一貫生産

食品製造・流通分野への資金供給を通じ、国産農林水産物の
安定的な供給や付加価値の向上を図るための取組みを積極的
に支援しています。

 融資実績（平成23年度）
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融資対象事業
実施後雇用者数

融資対象事業
実施前雇用者数

20,449

21,493

（人）

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

1,044

融資対象
事業
実施後

融資対象
事業
実施前

4.0 万㌧増加

　　0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

融資対象
事業
実施後

融資対象
事業
実施前

6.1 万㌧増加

融資対象
事業
実施後

融資対象
事業
実施前

0.4 万㌧増加

0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

56.0

57.0

58.0

59.0

60.0

61.0

62.0

64.0

66.0

65.0

63.0

（万㌧） （万㌧） （万㌧）

19.1

23.1

59.3

65.4

1.7

2.1

鶏卵
6億円

麦類
11億円

果物
5億円

その他
15億円

生乳
46億円

米
32億円

水産物
9億円

金額
127億円

国産農林水産物の利用増加に貢献しています
　食品産業向け融資は、国産の原材料を取り扱う企業を
対象としており、国内の農林水産物の利用の増加につな
がっています。平成23年度の融資による効果を試算した
ところ、今後5年間で国産原材料の取引量が約10万㌧増
加すると推計されます。
　なかでも、中山間地域活性化資金、食品流通改善資金
（食品生産製造提携事業施設、食品生産販売提携事業施
設）は、国産農林水産物の取扱量増加を融資の要件として
おり、農林漁業と食品産業の連携促進に貢献しています。

食品産業への融資を通じて雇用の創出に貢献しています
　平成23年度の食品産業向け融資の対象となった事業
拡大（工場の新設、多角化）に伴い、融資先企業では新た
に1,044人の雇用が創出されると推計されます。
　また、食品加工流通施設への投資により、建設や機
械部門などにおける生産も誘発されるため、波及効果
として約9,638人の間接的な雇用創出効果も期待でき	
ます（注2）。

（注2）  産業関連分析により、融資対象事業費をもとに二次波及効果まで推計

　平成23年度の食品産
業向け融資に伴う国産
原材料の取引量増加に
より、融資先の国産農林
水産物の取引額は今後5
年間で127億円増加す
ると推計されます（注1）。

（注1）  目標時取引見込総額（単年度分）－実績時取引総額（単年度分）

 食品産業向け融資に伴う国産農林水産物取引増加額（平成23年度）

 食品産業への融資を通じた雇用創出

 農産物取引量  畜産物取引量  水産物取引量
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